
地方財政の充実・強化を求める意見書（案） 

 

 地方自治体は、子育て支援策の充実と保育人材の確保、高齢化が進行する中での

医療・介護などの社会保障への対応、またより複雑化した行政需要への対応や、新

たに発生している感染症対策など、緊急な対応を要する課題にも直面しています。 

 地方公務員をはじめとした公的サービスを担う人材が限られる中で、新たなニー

ズへの対応と細やかな公的サービスの提供が困難となっており、人材確保を進める

とともに、これに見合う地方財政の確立をめざす必要があります。 

 このため、2021 年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、歳入・歳出を的

確に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実と地方財政の確立をめざ

すことが必要です。このため、政府に以下の事項の実現を求めます。 

 

記 

 

1. 社会保障、感染症対策、防災、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、

増大する地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総

額の確保をはかること。 

2. 子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援など、急

増する社会保障ニーズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保お

よび地方財政措置を的確に行うこと。 

3. 災害時においても住民の命と財産を守る防災・減災事業は、これまで以上に重

要であり、自治体庁舎をはじめとした公共施設の耐震化や緊急防災・減災事業

の対象事業の拡充と十分な機関の確保を行うこと。 

4. 地方財政計画に計上されている「まち・ひと・しごと創生事業費」については、

自治体の財政運営に不可欠な財源となっていることから、現行水準を確保する

こと。 

5. 2020 年度から始まる会計年度任用職員制度における当該職員の処遇改善に向け

て、引き続き所要額の調査を行うなどして、その財源確保をはかること。 

6. 森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協議を進め、林業需要の高

い自治体への譲与額を増大させるよう見直しを進めること。 

7. 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、市町村合併の算定

特例の終了への対応、小規模自治体に配慮した段階補正の強化など対策を講じ

ること。 



 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：国民民主党 】 

【 提出先：内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、経済産業大臣、内閣官房長官、 

      内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当）、内閣府特命担当大臣（地方

創生規制改革担当） 】 



選択的夫婦別姓制度の導入を求める意見書（案） 

 

 2018 年 2 月に内閣府が公表した世論調査では、夫婦同姓も夫婦別姓も選べる選択

的夫婦別姓制度の導入に賛成・容認と答えた国民は 66.9%となり、反対の 29.3%を大

きく上回ったことが明らかになりました。特に、30～39 歳における賛成・容認の割

合は 84.4%になります。政府答弁によると、法律で夫婦同姓を義務付けている国は

日本だけであるにもかかわらず、1996 年に法制審議会が選択的夫婦別姓氏制度の導

入を含む民法改正を答申してから 24 年、いまだ法改正の見通しは立っていません。 

 最高裁判所は 2015 年 12 月、夫婦同姓規定を合憲とする一方で、「夫婦同氏制の下

においては、婚姻によって氏を改める者にとって、アイデンティティの喪失感を抱

くなどの不利益を受ける場合があることは否定できず、妻となる女性が不利益を受

ける場合が多いことが推認できる」と、婚姻に伴う改姓が一定の不利益を生じる可

能性を認め、「制度の在り方は、国会で論ぜられ、判断されるべき事柄」とし、夫婦

別姓を導入することは否定しませんでした。 

 家族の多様化が進む中、旧姓を通称使用する人や事実婚を選択するカップルも少

なくありません。改姓によってこれまで築き上げたキャリアに分断が生じる例や結

婚を辞めるなど、不利益を被る人が一定数いることも事実です。選択的夫婦別姓に

ついては、最高裁判決の趣旨を踏まえ、適切な法的選択肢を用意することは、国会

及び政府の責務です。 

 よって、本議会は、国会及び政府に対し、選択的夫婦別姓制度を導入する民法の

改正を求めます。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：国民民主党 】 

【 提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、法務大臣 】 

 


